
 

 

 

 令和８年２月 17日 

 

 

加古川市長  岡田 康裕  様 

 

 

加古川市指定管理者選定評価委員会  

                        委員長 中本  淳    

 

 

指定管理者が行う施設の管理運営状況の評価について（答申） 

 

令和７年 12月 18日付け加行第 431号で加古川市長から諮問のあった標記のこと

について、本委員会において審議した結果、別紙のとおり答申します。 

  



 

 

 

 

 

 

加古川市指定管理者選定評価委員会 

答申書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年２月 17日 

 

別紙 



加古川市指定管理者選定評価委員会（以下、「委員会」という。）は、令和６年度の指

定管理者の管理運営状況の評価を実施するにあたり、指定管理者から提出された書類を

審査するとともに、指定管理者及び施設所管課にヒアリングを実施しましたので、以下

のとおり答申します。 

 

１ 開催概要 

 

 

２ 指定管理者の管理運営状況の評価 

 

開 催 日 令和７年１２月２５日（木） 

評価対象施設 

（１）加古川市斎場 

（２）加古川市立松風ギャラリー 

（３）加古川市見土呂フルーツパーク 

（４）加古川市立別府公民館 

評価対象期間 令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで 

 

施 設 名 称 加古川市斎場 

指定管理者 株式会社五輪 

施設所管課 市民協働部 市民課 

評 価 結 果 施設の維持管理運営について、適切に行われている。 

講 評  

・火葬件数が増加している中で、年末年始の受入件数を拡大するなど、待機日数をできる

だけ短縮するための工夫がなされており、効率的な火葬運営が実施されている点につい

て評価できる。 

・一方で、利用満足度が低下しているため、アンケート結果を分析し、その結果を踏まえ

て満足度を向上させるとともに、今後も安定した運営を期待したい。 

 



 

 

施 設 名 称 加古川市立松風ギャラリー 

指定管理者 加古川市美術協会 

施設所管課 市民協働部 スポーツ・文化課 

評 価 結 果 施設の維持管理運営について、適切に行われている。 

講 評  

・指定管理者のネットワークを生かした多様なイベントを開催するとともに、チラシ等で

利用者への周知を行い、利用者数の増加につながっている点について評価できる。 

・一方で、施設の認知度が十分とはいえず、特に若年層の利用が課題として挙げられる。

今後は、SNS等を活用した施設やイベントの情報発信をより積極的に行うとともに、若

者の関心を引く企画内容についても工夫を重ね、利用者数のさらなる増加につながる取

組を期待したい。 

 

施 設 名 称 加古川市見土呂フルーツパーク 

指定管理者 株式会社ローカルデベロップメントラボ 

施設所管課 産業経済部 農林水産課 

評 価 結 果 
施設の維持管理運営について、適切に行われているものの、宿泊事業の

利用率向上に改善の余地がある。 

講 評  

・季節ごとのイベントを実施し、SNS等を活用した積極的な情報発信を行っていることで、

来園者数が増加している点について評価できる。 

・宿泊事業において、利用者が目標値を大きく下回っている点が課題である。今後は、自

然環境に左右されない集客方法を工夫し、年間を通じて安定した利用者確保に期待した

い。また、施設内の案内についても、より分かりやすく工夫を凝らすことで、利用者の

利便性向上を図ることに努めていただきたい。 

 



 

３ 委員会構成 
 

委  員   中本 淳     兵庫大学現代ビジネス学部准教授 

委  員   大塚 隆史    近畿税理士会加古川支部税理士 

委  員   中倉 早苗    近畿税理士会加古川支部税理士 

委  員   井上 愛     市民の中から市長が選任した者 

委  員   瀬嶋 宏枝   市民の中から市長が選任した者 

 

４ 経過 
 

日 程 議 事 

令和７年１２月２５日（木） 
第３回加古川市指定管理者選定評価委員会 

（指定管理者の管理運営の評価、答申の作成） 

 

施 設 名 称 加古川市立別府公民館 

指定管理者 別府公民館管理運営委員会 

施設所管課 教育指導部 社会教育課 

評 価 結 果 施設の維持管理運営について、適切に行われている。 

講 評  

・評議員会での意見やアンケートを通じて地域の意見を取り入れ、多様な講座を実施する

ことで、利用満足度を高水準で推移していることは評価できる。 

・青少年や親子の利用率が低くなっており、今後は新たな事業展開や広報活動の工夫を重

ね、これらの利用者層の増加も期待したい。 

 


